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地域活性化モデルケース～地域産業の成長・雇用の維持創出～ 

募集要領 

 

Ⅰ 趣旨 

 

平成 26 年１月に設置された「地域活性化の推進に関する関係閣僚会合」に

おいて決定された「成長戦略改訂に向けた地域活性化の取組みについて」（別

紙１）に基づき、成長戦略の改訂に向け、これまでの施策の成果が実感でき

ない地方において、新たな活力ある地域づくりのためのビジョンを提供しそ

の具体化を図ることにより、経済成長の成果を全国津々浦々まで行き渡らせ

る。 

このため、地域が直面している「地域産業の成長・雇用の維持創出」につ

いて、政府一体となった取組みを推進することが必要であることから、地域

産業を総合的に改革する取組みを行うモデルケースを選定し、関係府省は関

係施策等で最大限支援するとともに、産（産業界）・学（大学等）・金（地

域金融機関）・官（地方公共団体）等が連携して、先進的プロジェクトとし

て実現、見える化する。 

なお、応募案件は、目標となる姿と目標達成への道筋となる取組みと活用

する政策パッケージ等について提示することが重要であり、個別事業等の詳

細な計画を必ずしも記載する必要はない。また、選定されたモデルケースに

ついては、関係府省も参加する政策対応チームが円滑な実施や具体化に向け

た対応を予定している。 

以上を踏まえ、地域活性化モデルケース～地域産業の成長・雇用の維持創

出～（以下、地域活性化モデルケース（地域産業）とする。）を公募する。 

 

１． 地域活性化モデルケース（地域産業）の募集の目的 

 

地方産業競争力協議会の議論を踏まえ、地域毎の産業構造の強み・弱

みを踏まえ、地域の特色を活かした地域の活性化を図る観点から、地域

の資源等を活用し（地元地域資源活用型※１及び広域地域資源活用型※

２）、また、地域の産業集積を活かした地域の戦略産業の育成を図る（産

業集積活用型※３）。 

高齢化・人口減少の進む地域の実情を踏まえ、産業の担い手の育成・

確保、産業育成のための地域の資金の活用等、多面的な取組みを推進す

ることにより、地域でヒト・モノ・カネを動かし、地域経済の好循環を

実現する。 

このような取組みについて、関連施策等をとりまとめて政策パッケー

ジ化し、関係府省が関係施策等で最大限支援することにより、先進的プ

ロジェクトとしてベスト・プラクティスの形成を図るため、モデルケー
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スを選定する。 

 

※１地元地域資源活用型の取組みについては、概ね市町村単位毎又は近隣市町村間で連

携した取組み、都道府県による取組み（都道府県が関係市町村と連携して取り組む

ものも可とする）であって、自然、歴史文化、町並み、生活様式、農林水産物、食

文化、地場産品、伝統技術、エネルギー等の地域資源を活用した取組み。 

※２広域地域資源活用型の取組みについては、県域を越える広域的な取組み（各地方産

業競争力協議会のブロック内の複数都道府県に亘る取組であることを前提とする

が、取組の目的に応じてブロック外の都道府県と連携するものも可とする）であっ

て、自然、歴史文化、町並み、生活様式、農林水産物、食文化、地場産品、伝統技

術、エネルギー等の地域資源を活用した取組み。 

※３産業集積活用型の取組みについては、県域を越える広域的な取組み（各地方競争力

協議会のブロック内の複数都道府県に亘る取組であることを前提とし、その上で更

に地域ブロックを超えた広域的な連携が想定されていることが望ましい）であって、

地域の強みを活かした競争力のある新産業・新事業を創出する取組み。 

 

２． 応募提案に求められる内容 

 

Ⅰ－１．地域活性化モデルケース（地域産業）募集の目的を踏まえ、募

集する応募提案には次の内容が求められる。 

 

① 全国的な取組みへと波及する統合アプローチの提示 

目標となる姿と目標達成の道筋について、複数の関係主体が各主体

の役割に基づいて連携し一体となって取り組むことなど、分野横断的

かつ主体間の垣根を越えた統合アプローチで取組むものであること。 

 

② 地方産業競争力協議会の議論を踏まえた地域の成長戦略の具体策の

提示 

地方産業競争力協議会の議論を踏まえて、地域の成長戦略の具体策

を提示するものであること。 

 

③ 活用する政策パッケージの提示 

地域産業・地域固有の条件や課題に即した下記施策等の政策パッケ

ージの具体策が提示されるものであること（代表的な個別施策等は別

紙２）。 

 

    ⅰ 地方公共団体支援施策 

ⅱ 農林漁業振興施策 

ⅲ 商工業・中小企業・産業支援機関等振興施策 
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ⅳ 大学等支援・研究振興施策 

ⅴ 観光振興施策 

ⅵ 雇用等対策 

ⅶ 地域金融活用施策 

ⅷ 環境保全支援施策 

ⅸ 文化･スポーツ資源の活用 

ⅹ 地域産業の担い手育成 

 

Ⅱ 募集する提案（評価ポイント） 

 

１． 地方産業競争力協議会の成長戦略との整合性 

 

 地方産業競争力協議会の議論を踏まえ、地域の将来の成長ビジョンの

考え方に合致し、①各地域における特色のある資源や資金等を十分に活

用したものであるか（地元地域資源活用型及び広域地域資源活用型）、

或いは、②地域の強みを活かした競争力のある新産業・新事業を創出す

る地域ブロック毎の戦略産業の方向性に合致するものであるか（産業集

積活用型）。 

 

２．モデル性 

 

持続可能な地域経済産業の活性化に向けて、地域に眠る地域資源の掘

り起こしや、産・学・金・官等地域の多様な主体間のネットワークを形

成し、地域の産業集積の高度化や産業構造の転換を目指すなど、先進的

な取組であるか。或いは、その取組を模範・参考として同様の条件や課

題を抱えた他の地域への、取組の波及効果が見込まれるか。 

 

３．地域適応性 

 

各地域の産業構造の強み・弱みや地域毎の特色を的確に把握し、その

強みや特色を活かし、他地域との差別化が図られ、独自のアイディアが

盛り込まれた取組であるか。また、地域全体に効果が波及するものであ

るか。 

 

４．実現可能性 

 

自らリスクを取って主体的に事業化を進める地域の中小企業や中核企

業（産業集積活用型では必須）、大学や公設試験場などの研究機関や産業

支援機関、自治体や金融機関等の幅広い関係者の参加と協働を得るとと
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もに、事業化を前提とした資金調達の見込みや実施の計画・事業の取組

みを統括するマネージメント機能を有する体制が確立される見込みであ

ることなど、円滑な実施が見込まれるか。取組みを通じて実現される地

域産業の成長等の目標の達成に向けた合理性のある取組が示された実現

可能性の高い計画であるか。 

 

５．持続性 

 

中長期的には政府の支援に頼らずにビジネスとして民間企業を中心に

持続可能な事業活動（事業化・自立化）にしていくための道筋、戦略が

示され、取組の評価・改善の仕組みが組み込まれており、取組の持続的

な展開が期待できるか。 

 

６．評価指標等の設定 

地域活性化モデルケース（地域産業）の取組においては、プロジェク

トマネジメントが重要であり、PDCA サイクルを着実に回す必要がある。 

従って、地域の将来像（ビジョン）に向けた取組の進捗状況を的確に

把握できるよう、取組内容に応じて、評価指標等を設定すること。 

 

Ⅲ 応募主体 

 

 応募主体は、原則として複数の主体が参画する民間企業・民間団体及び地

方公共団体とする。 

  

Ⅳ 提案の内容 

 

提案は次の項目を提案書様式１にそって整理したものをもって行う。提案

書様式２により提案内容を簡潔に示す資料を併せて作成する。提案様式３に

より目標の進捗状況を的確に把握できるよう、取組内容に応じて、絶対値、

変化率等の定量的な評価指標及びその評価指標の数値目標を設定する（設定

の根拠を含む）。 

必要に応じ、参考資料を添付すること。 

 
 １．全体構想 

 目標とする地域活性化モデルケース（地域産業）の姿と目標達成への道

筋について概括し、以下の項目で整理する。 

 

① 地域活性化モデルケース（地域産業）としての位置づけ 

Ⅱに掲げた提案に求められる内容を踏まえ、提案のアピールポイン
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トについて記述する。 

提案は、本項目に示す考え方を基に具体的な方策や考え方のモデル

性を分かりやすく示し、他地域への取組の波及効果の大きさを想起さ

せるものとなるよう留意すること。 

 
② 現状分析（地域の経済・産業の実態等） 

地域の経済・産業の実態について記述し、更にその特徴について簡

潔に記述する。 

数値については推計でも可とするが、推計に用いたデータ及び推計

方法について参考資料として添付すること。 

 

③ 地域の経済・産業の成長に向けた将来ビジョン 

地方産業競争力協議会の議論を踏まえた地域の経済・産業の将来ビ

ジョンと地域産業の成長の道筋を記述する。 

 

 ２．取組内容（平成 30 年度末までの５年以内に具体化する取組内容） 

① 取組概要 

Ⅳ－１．全体構想を踏まえた取組みに関する概要を記述する。 

 

② 連携体制 

 当該地域活性化モデルケース（地域産業）の連携する各主体につい

て記述する。 

 

③ 具体化する予定の取組みに関する事項 

ⅰ取組みの具体的な内容 

【主体】 

取組みを実施する者について可能な限り具体的に記述する。 

【時期】 

取組みの開始時期と期間について可能な限り具体的に記述す

る。 

【内容】 

具体化する予定の取組みについて記述する。取組みの特徴的

な推進方法については、実現可能性が明らかになるよう記述す

る。 

また、提案の中で特に強調したい取組みは、詳細に記述する。     

【効果】 

       取組みを実施した際の効果について、詳細に記述する。 

 

ⅱ活用する政策パッケージ 
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取組みの具体的な内容に活用することを希望する政策パッケー

ジを記述する。 

 

④  課題 

取組みの実施にあたって法令の規定等による制度的な課題が想定さ

れる場合等に、どの取組についての課題なのかを明らかにした上で、

その課題の内容を記述する。 

 

 ３．平成 26 年度中に行う事業の内容 

 平成 26年度中に行う提案内容の実践的具体的検討のための事業等につい

て主要なものの内容を記述する。 

 

４．評価指標等の設定 

Ⅳ－１－③地域の経済・産業の成長に向けた将来ビジョンに向けた取

組の進捗状況を的確に把握できるよう、取組内容に応じて、絶対値、変

化率等の定量的な評価指標及びその評価指標の数値目標を設定する（設

定の根拠を含む）。 

 

Ⅴ 募集期間・応募書類の提出方法 

 

 １．募集期間 

 平成 26 年３月 25 日（火）～４月 21 日（月） 

 

 ２．募集締切 

 平成 26 年４月 21 日（月） 12：00 必着 

 ※締切後の提出は一切認めない。 

 （郵便事情等で紙媒体の提出が遅れる場合にあっては、電子メールの

到着を提出と見なす。） 

 

 ３．提出方法 

 応募書類については、下記まで郵送及び
．．

電子メールの双方で、提案書様

式１、２、３及び参考資料を送付すること。 

なお、提案書様式については地域活性化統合本部会合のホームページ

（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/platform/140325.html）にあ

るファイルをダウンロードして使用してください。 

 

① 郵送について 

下記の資料（紙媒体及び電子媒体）を送付すること。 
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ⅰ 封筒に「地域活性化モデルケース（地域産業）提案書類在中」と朱

書き記載 

ⅱ 紙媒体：３０部（Ａ４、片面、パンチ（左２穴）） 

ⅲ 表紙、提案書様式１、２、３、参考資料一覧及び参考資料の順で並

べダブルクリップ等でとじる。表紙には「提案者名（複数の提案団体の

うち代表１団体を記載 例：●●株式会社）地域活性化モデルケース【活

用型名】（募集要領Ⅰ-１から該当するものを記載する 例：地元地域資

源活用型）提案書」と記す（様式は任意）。 

ⅳ 電子媒体（ＣＤ－Ｒ）：２０セット 

ⅴ 電子媒体には「提出日、提案者名（複数の提案団体のうち代表１団

体を記載）、地域活性化モデルケース【活用型名】（募集要領Ⅰ-１から

該当するものを記載する）提案書【様式●】」を記載する。 

（例：131031、●●県●●市、地域活性化モデルケース【地元地域資源

活用型】提案書【様式１】） 

ⅵ  提案書様式１、２、３及び参考資料について、拡張子

が.doc、.docx、.ppt、.pptx、.xls、.xlsx 又は.pdf いずれかの形式の

文書ファイルで作成したもの。電子データのファイル名は、「提出日、

提案者名、書類名」とすること。 

 

② 電子メールについて 

提案書様式１、２、３を「提案者名（複数の提案団体のうちで代表 1

団体を記載 例：●●株式会社）.pdf」の名称の１つの PDF ファイルに

統合した上で下記のアドレス宛に送付すること。（参考資料の PDF ファ

イルは電子メールで送付しないこと。） 

 

 ※参考資料については一覧を作成するとともに、連番を付し、提案様式のど

の記述に対応するものであるか明らかになるようにすること。 

 

４．提出先 

内閣官房 地域活性化統合事務局 

東京都千代田区永田町 1-11-39 永田町合同庁舎７階 林・福田・佐伯・半谷 

アドレス：g.chikatsu.platform@cas.go.jp 

 

５．提出資料の扱い 

提出された提案書様式１、２、３及び参考資料については原則公開とする。 

 

６．今後の予定について 

提案については書面審査後、ワーキングチームにおいて選定したものにつ

いて、ワーキングチームによるヒアリングを実施する。（5月中旬予定） 
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 詳細については、ヒアリング対象となるプロジェクトの提案者に対して追

って連絡する。 

 

内閣官房 地域活性化統合事務局 

 東京都千代田区永田町 1-11-39 永田町合同庁舎 

 電話：03-5510-2175 林・福田・佐伯・半谷 

 

 



地域活性化モデルケース提案書の提出方法の一部変更について 

 

・募集要領の「Ⅴ 募集期間・応募書類の提出方法」より抜粋 

・「超高齢化・人口減少社会における持続可能な都市・地域の形成」、「地域産業の成

長・雇用の維持創出」の両方に共通 

 

Ⅴ 募集期間・応募書類の提出方法 

（１及び２略） 

 

 ３．提出方法 

 応募書類については、下記まで電子メール、もしくは「一斉調査システム」にて、

提案書様式１、２、３及び参考資料を送付すること。参考資料については一覧を作成

するとともに、連番を付し、提案様式のどの記述に対応するものであるか明らかにな

るようにすること。 

なお、提案書様式については、地域活性化統合本部会合のホームページ 

（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/platform/140325.html）にあるファイ

ルをダウンロードして使用すること。 

 

① 電子メールの場合 

提案書様式１、２、３及び参考資料を「【モデルケースの種類】提案者名（例：

●●県●●市（又は区・町・村）、●●株式会社等）.pdf」の名称の１つの PDFフ

ァイルに統合した上で下記のアドレス宛に送付すること。 

【モデルケースの種類】 

 ○都市・地域 

・「地方都市型」、「農山漁村・過疎地域型」のいずれかを表記 

 ○地域産業 

  ・「地元地域資源活用型」、「広域地域資源活用型」、「産業集積活用型」のい

ずれかを表記 

 

  ② 一斉調査システムの場合 

    一斉調査システムにログインして、調査・照会案件一覧から「地域活性化モデルケ

ースの募集」を選択し、回答様式に必要事項を記入の上、提出すること（地方公共団

体、民間団体共通）。 

   【一斉調査システムのＵＲＬ】 

https://www.gservice.cloudjp.net/caois/eAccess/FD_Ninsho/common/login.jsp 

     ※ログインの際にはパスワードとＩＤの設定が必要となります。 

 

なお、①及び②の場合でも、参考資料のうちパンフレットや冊子等、既存の資料を提

出する場合は、下記まで 20部郵送すること。 

（以下略） 

別紙 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/platform/140325.html
https://www.gservice.cloudjp.net/caois/eAccess/FD_Ninsho/common/login.jsp
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地域活性化モデルケース（地域産業）提案書 （様式１） 

タイトル 
 

（地元地域資源活用型・広域地域資源活用型・産業集積活用型）※いずれかを選択する。 

提案団体 

民間企業・民間団体及び地方公共団体の名称

を記入 

※ 複数の民間企業・民間団体及び地方公共

団体が連携提案する場合は取りまとめの

団体等に◎を記す。 

◎ ・・・県 

・・・市 

・・・株式会社 

人口：    人 

※連携提案については↑に合計人口を記す

と共に↓に各都市の人口を記す。 

※本欄は地元地域資源活用型のみ記載。 

・・・人 

・・・人 

・・・人 

担当者 

連絡先 

担当者の所属 ※とりまとめの団体等の担当者を記す 

氏名 

電話番号／ファックス番号/メールアドレス 

1．全体構想 

1-①．地域活性化モデルケース（地域産業）としての位置づけ 

地域の規模、地域の経済・産業の実態等からみた提案の先導性とその取組等を通じて実現される地方産

業競争力協議会の議論を踏まえた成長戦略の考え方、他地域への取組の幅広い波及効果等、提案を評価す

る際の観点、提案の特徴について記述する。 

 

1-②．現状分析 

地域の産業・経済の実態について記述し、更にその特徴について簡潔に記述する。 

 

1-③．地域の経済・産業の成長に向けた将来像（ビジョン） 

地方産業競争力協議会の議論を踏まえた、地域の経済・産業の将来ビジョンと地域産業の成長の道筋を

記述する。 
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※必ず改ページ 

2．取組内容 

2-①．取組概要 

（地元地域資源活用型例） 

地元の海産物資源を活用して、これまで廃棄していたものを他分野に活用するとともに、海外へのマー

ケティングを強化し、海外ニーズに合致した商品を開発し、輸出を促進する。 

（広域地域資源活用型例） 

 複数都道府県に亘る広域ブロックにおいて、地域資源（農産物や加工品、観光・体験ツアー等）を当該

地域にいわれのある歴史や伝説のストーリーを基に、ブランディング及び広域ネットワーク化し、地域の

特色を活かした商品の開発・販売及びインバウンドの増加等を促進する。 

（産業集積活用型例） 

 地方ブロックの産業構造における強みである特定分野に関し、当該地域の産業集積の中核企業を中心と

して、地域の中堅・中小企業や大学・公設試験場との間の有機的な連携を促すコーディネート人材が主導

し、技術交流、共同研究、販路開拓などの連携活動を通じて、新事業創出とイノベーションを絶えず起こ

していくビジネスシステムを構築する。 

2-②．連携体制 

（例）民間企業・民間団体、地方公共団体、大学、地域金融機関 

2-③．具体化する予定の取組に関する事項  

取組の具体的な内容 活用する政策パッケージ 

(a)○○○○の実施 

【主体】 

 

【時期】 

 

【内容】 

 

【効果】 

 

（地元地域資源活用型例） 

○地域の元気創造プラン 

・・・・ 

（広域地域資源活用型例） 

○地域資源活用ネットワーク構築支援 

・・・・ 

（産業集積活用型） 

○新産業集積創出基盤構築支援事業 

・・・・ 

(b)□□□□の実施 

【主体】 

 

【時期】 

 

【内容】 

 

【効果】 

 

（地元地域資源活用型例） 

○６次産業化、農商工連携等による高付加価値化 

・・・・ 

（広域地域資源活用型例） 

○観光地域ブランド確立支援事業 

・・・・ 

（産業集積活用型） 

○地域イノベーション戦略支援プログラム 

・・・・ 

(c）××××の実施 

【主体】 

 

【時期】 

 

【内容】 

（地元地域資源活用型例） 

○６次産業化、農商工連携等による高付加価値化 

・・・・ 

（広域地域資源活用型例） 

○観光地ビジネス創出の総合支援 

・・・・ 
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【効果】 

 

（産業集積活用型） 

○地（知）の拠点整備事業 

・・・・ 

2-④．課題 

取組の実施にあたって制度的な課題等が想定される場合にはその内容を記載 
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必ず改ページ 

3．平成26年度中に行う事業の内容 

取組の内容 政策パッケージ 

【主体】 

【時期】 

【内容】 

【効果】 

 

 

【主体】 

【時期】 

【内容】 

【効果】 

 

 

【主体】 

【時期】 

【内容】 

【効果】 

 

 

※ 必要に応じて適宜、行や欄の追加、注記・例示の削除を行ってよいが、様式１、２、３の全体の枚数は 10 枚程度とすること。

また、様式に入力する文字は10.5ポイント以上とすること。 
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必ず改ページ 

4．評価指標及び数値目標 

※様式３へ記載する事 

 

 



（民間企業等名）地域活性化モデルケース（地域産業）提案書（様式２）
（地元地域資源活用型・広域地域資源活用型・産業集積活用型）※いずれかを選択する

地域活性化モデルケース（地域産業）としての位置づけ

地域の経済・産業の成長に向けた将来像（ビジョン）

現状分析（地域の経済・産業の実態等）



（民間企業等名）地域活性化モデルケース（地域産業）提案書（様式２）

地域活性化モデルケース（地域産業）取組のイメージ



地域活性化モデルケース（地域産業）・行程表
～取組みと評価指標・数値目標（ＫＰＩ）～

（地元地域資源活用型・広域地域資源活用型・産業集積活用型）※いずれかを選択する

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ＫＰＩ

・○○○
【△△→■■】
・○○○
【△△→■■】

１．○○○○○

２．○○○○○

３．○○○○○

○○○○

４．○○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

・○○○
【△△→■■】
・○○○
【△△→■■】

・○○○
【△△→■■】
・○○○
【△△→■■】

・○○○
【△△→■■】
・○○○
【△△→■■】

３０年度

様式３



地域活性化モデルケース（地域産業）・行程表（例）

～取組みと評価指標・数値目標（ＫＰＩ）～
（地元地域資源活用型・広域地域資源活用型・産業集積活用型）※いずれかを選択する

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ＫＰＩ

・出荷額
【△△→■■】

２．地域の元気創造プラン

・出荷額
【△△→■■】

・研究会開催数
【△△→■■】

・観光売上額
【△△→■■】

３０年度

様式３

（地元地域資源活用型例）

３．日本食・食文化魅力発掘発信プロジェクト

・輸出額
【△△→■■】

３．観光地域ビジネス創出

・マッチング
【△△→■■】

・海外観光客数
【△△→■■】

（産業集積活用型例）
１．新産業集積創出基盤構築支援

２．地域オープンイノベーション事業

３．地域イノベーション戦略支援プログラム

・民間事業者と公設試の共同研究数、
製品化率、製品売上額

【△△→■■】

・研究者集積
【△△→■■】

１．地域資源活用ネットワーク構築支援

農林漁業成長産業化ファンドの活用

観光ビジネスの拡大

農林水産資源活用による需要拡大

農林水産資源の輸出促進

広域地域における地域資源を活用した取組のネットワーク化

日本の顔となる観光地域を創出

地域の中核企業、中小企業、大学等の連携化

公設試等に設備導入

研究者集積・人材育成プログラムの開発

２．観光地域ブランド確立支援事業

（広域地域資源活用型例）

１．６次産業化、農商工連携等による高付加価値化
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